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図１　タイ国家機構図（2001年）

（出所）1997年憲法，官庁ホームページなどから作成。官庁，部署の訳語については，玉田芳史『タ

イの行政組織史1982年～1993年』京都大学東南アジア研究センター，1996年，および富田竹

二郎『タイ日辞典』養徳社，1987年を参考にした。             

（注）（1）省庁については局レベル以上の機関のみ掲載。ただし大臣官房，次官事務局は省略した。

　　（2）☆印は1997年憲法によって新設された機関。　★は同憲法により格上げされた機関。             
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国家農産品・食品規格事務所  ＊4
農業経済事務所

情報技術・通信省〈新設〉
次官事務所　　　  　　 ＊4
郵便電報局（運輸通信省から移管）
　　　　　　　　  　　 ＊1
気象局（運輸通信省から移管）  ＊1
国家統計局（首相府から移管）  ＊1

運輸省
次官事務所
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輸送交通政策企画事務所
　　（首相府から移管）  ＊1

天然資源・環境省〈新設〉
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図２－１　タイ国家機構図（2002年10月から2006年９月まで）
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商務省
次官事務所
貿易局
国内商取引局
保険局
国際通商交渉局（旧商業経済局） ＊2
知的財産局
流通事業開発局（商業登記局と
　国内商取引局の一部を統合）＊2
輸出振興局

内務省
次官事務所
地方行政局
コミュニティ開発局
土地局
災害予防・軽減局（農村急速開
　　発局から一部移管）　　　　 ＊4
建設･都市計画局（建設局と
　　都市計画事務局を統合）  ＊3
地方自治振興局
　（地方行政局から一部移管）＊4
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次官事務所
職業斡旋局
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　　（首相府から移管） 　＊1

独立組織
（1）首相管轄下の局レベル組織

（2）国会議長管轄下の独立組織

国王官房
宮内庁
国家仏教事務所　  　　 ＊4
国王プロジェクト調整特別委員会
事務所（首相府から移管）      ＊1
国家学術調査委員会
タイ学士院
国家警察庁（首相府から移管）  ＊1

上院事務局
下院事務局
（3）法務大臣管轄下の独立組織
マネーロンダリング防止取締事務
　所（首相府から移管）　　＊1
最高検察庁
（4）その他の独立組織
中央銀行
王室財産管理局
証券取引等監督委員会
（5）特別地方自治体
バンコク都庁

図２－２　タイ国家機構図（2002年10月から2006年９月まで）
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（出所）行政公務員委員会資料ほかから作成。

（注）（1）2002年10月以後の省庁改革後の各局を表記。ただし各省とも大臣官房は省略。

　　（2）☆は1997年憲法による新設機関。★は，同憲法により格上げされた機関。

　　（3）＊１は他省から移管した局，＊２は名称変更のみ（省間移動なし），

　　　　＊３は統合・分離した新局，＊４は新設の局・事務局。無印は変更なし。




